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１．基本建屋の整備状況
２．ビームラインの状況
３．地域パートナーの取組み状況
４．コアリションコンセプト

次世代放射光施設の状況について
（報告）

地域パートナー
光科学イノベーションセンター、宮城県、
仙台市、東北大学、東北経済連合会

完成予想図（2023年竣工予定）

資料２
科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会

量子科学技術委員会
量子ビーム利用推進小委員会（第３９回）
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1-1．基本建屋新築工事の工程と進捗状況

１．基本建屋の整備状況

着工 受電 建築完了検査 竣工

加速器搬入開始 機器対応・残工事

準備工

杭工事

土・基礎・擁壁・地上躯体工事  

連絡通路躯体 トンネル工事

鉄骨工事

屋根・外壁工事

内装工事

設備工事

3 4 5 6 7
2020年 2021年 2022年 2023年

9 10 11 12 1

各種工事

工事期間 8 9 102 3 4 5 6 78 9 10 11 12 2 3 4 5

全体工事

11 12 112 3 4 5 6 78

2019年3月に着工した敷地造成工事は完了し、2020年10月20日に宅地造成等規制法の最終の検査に合格した。

基本建屋新築工事については、１階部分の躯体を中心に施工中で2020年10月末の進捗率が約14％となってお

り、2021年12月の加速器搬入開始時に部分使用ができることを目標としている。

基本建屋新築工事の工程表
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1-2． 上空より見た工事の進捗状況（2020年10月29日）

ライナック棟

蓄積リング棟付替え道路

2020年8月

2020年7月

2020年10月

2020年9月



CFRP
製造装置

２．ビームラインの状況
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硬Ｘ線 ３分岐

硬Ｘ線 ２分岐 軟Ｘ線 ２分岐



３．地域パートナーの状況
【地域パートナー全体（代表機関：（一財）光科学イノベーションセンター）】
・民間企業のコアリション加入意向表明：約100口（更に検討中企業を含め約160口）
・参画予定の企業等の集まる「コアリション・コンファレンス」を定期的に開催（直近は令和元年９月に開催）
・東北６県の自治体・大学・経済団体等の東北地方の産学官27団体で、平成26年に「東北放射光施設推進協議会」
（共同代表：宮城県知事、仙台市長、東北大学総長、東北経済連合会会長、顧問：大島理森衆議院議長）を設立し、
シンポジウム等を定期的に開催（直近は令和2年1月に実務者会議を開催）
・NTT東日本が仙台市に次世代放射光施設活用を念頭に置いた研究交流施設を建設開始（令和５年完成予定）

コアリション・コンファレンス
（令和元年９月）

東北放射光施設推進協議会シンポジウム
（平成30年７月）

【東北大学】
・次世代放射光施設を中核に世界最高水準の研究開発拠点を形成する「国際放
射光イノベーション・スマート研究センター」を新設（令和元年10月）
・官民地域パートナーとして学術的、人的支援を強化
・東北６県の国立大学による連携・協力体制として東北７大学次世代放射光利用
推進会議（世話幹事:東北大学総長）を運営
・海外の放射光施設（９施設）とMoUを締結済

【仙台市】
・「仙台市経済成長戦略2023」に重点プロジェクトとして「光イノベーション都市・仙台」を位置付け
・官民地域パートナーシップに基づく資金拠出等を予定（40億円無利子融資、この他コアリション加入金5億
円を拠出）
・リサーチコンプレックス形成及び東北企業の利用促進に向けた委託事業を新規に設立・活用
（当該委託事業を活用し、既存国内放射光施設を利用して、中小企業による測定事
例を創出し、その事例を普及啓発に役立てるトライアル・ユースを実施）
・分析会社2社（日産アーク、日東分析センター）と「放射光の産業利用促進に関する
連携協定」締結

【宮城県】
・官民地域パートナーシップに基づく資金拠出（30億円）
・県内企業の利用促進に向けた補助金等を新規に設立・活用
（当該補助金を活用し、県内企業に対し、他の国内放射光施設を利用した技術研修を実施）

【東北経済連合会】
・地元中小企業の参画する小口利用のための「ものづくりフレンドリーバンク」を設立（現在63社が加盟）
・東北電力が次世代放射光施設に対する寄附を実施（6億円）

東北大学国際放射光イノベーション・スマート研究センター概念図
※令和２年10月時点
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コアリションカンファレンスの参加者推移
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